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北海道大学工学部研究報告

第83丹（昭和52年）

Bulletin　of　the　Faculty　of　Engineering，

　　　Hokkaido　University，　No．　83　（1977）

北海道のエネルギーシステムに関する研究（II）

一一 e種のデータとその算定基礎

長谷川　淳幹 西　谷健一愚　　　A寸ヲ寺二1…画￥昭骨静　　紘　』藤義貝旺蒔卦

　　　（昭和51年9月27日受珂D

Studies　on　the　Energy　System　of　Hokkaido；　Part　II

　　　　　　　　　　　一・一Various　data　and　their　basis一

Jun　HAsEGAwA，　Ken－ichi　NlsmyA，．　Kuniaki　MuRAI　and　Yoshinori　SAToH

　　　　　　　　　　　　　　　　　〈Received．　September　27，　！976）

Abstract

　　The　authors　have　been　carrying　out　studies　on　the　energy　system　of　Hokkaido，　and　have

developed　an　energy　system　model　（Model－1）　of　Hokkaido．

　　In　this　paper，　the　various　data　which　are　required　for　anat　lyzing　the　energy　system　of

Hokl〈aiclo　by　using　Model－1，　and　their　basis，　are　discussed．

　　All　data　were　gathered，　as　a　rule，　during　1974　（calendar　year）．　The　supplies　and　demands

of　each　energy　source　and　use，　the　efficiencies　in　converting　one　energy　source　type　to　another

type，　and　the　proportions　of　products　in　the　coking　processes　and　in　the　petroleum　refinerles

are　determined　or　estimated．　Thus，　the　energy　requirements　in　end－use　are　deterrnined　and

the　efficiencies　in　consuming　energy　at　the　end－use　were　determined　or　were　assumed．

　　The　costs　and　the　emissions　of　SOx，　NOx，　and　dust　following　energy　conversion，　trans．

mission，　distribution　and　utilization　were　determined　or　assumed．

　　This　paper　is　part　of　a　series　including　Part　I　（First　Attempt；　Model－1）　and　Part　III

（Simula．　tions　by　Model－1）．

1．　血 糊

　筆者等は，北海道のエネルギーシステムに関する基礎的な検討を行ってきているが，その最初

の試みとして，モデル1を完成し，詳細な内容を発表した1－3）。

　本論文は、このモデル1によって北海道のエネルギーシステムの解析を行うために必要とされ

る各種のデータと，その算定の基礎について述べたものである。

　データの収集，整理，作成は，昭和49年（1月～12月）時点を念頭において行った。しかし

当初からの予想通り，この種の研究に利用できる詳細で信頼性の高いデータの入手にはかなりの

困難がつきまとい，一．．・部においては，結局のところ推定値や大胆な仮定に頼らざるを得ない部分

も有った。従って，本論文に示される細かい数値は，昭和49年断面での北海道のエネルギーシ

ステムの真の姿を衷現するものと考えるよりは，1つの数値例と考える方が妥当かも知れない。

しかしこれらの数値は，公表されている各種の統計資料に現われている数値や，多くの研究報文
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第1表　使用単位，平均発熱量等一覧表

項 rq単位納発熱欝i項 ！一単扁平二幅乙
原　　料　　炭

ll

工　業　ガ　ス 106m3 LOOO　Kcai〆m3換算

輸　　入　　炭 ／03t 7，700Kca1／kg： 高　炉　ガ　ス io6m3 800Klcal／m3

道　内　産炭 103t 7，500Kca1〆k9 自家発電電力 ！06KWh 860Kcal／KWh
一　　般　　炭 電　　　　　　力 ！06KWh 860Kcal／KWh

電　　力　　用 103t 4，900KcaVk暮 熱 109Kca1

鉄道・熱供細干1 103t 6，000KcaVk9 輸　入　LNG 103t ！3β00Kcal／kg

そ　　の　　他 103t 6，6001くcal／k9 ご　　　　　　　み 103t 1，250Kca1／kg換算

コ　　一　　ク　　ス 103t 6，800Kcal／k9 水　　　　　　力 ！06KWh 電力換算（効率100％）

コークス炉ガス ！06m3 4β00Kcal／m3 地　　　　　　熱 ！06KWh 電力換算（効率100％）

原　　　　　油 103kJ 9，400Kca1μ 原　　子　　力 106KWh 電力換算（効率33％）
L　　　P　　　G ！03t 12，000KcaVkg 最　終　需　要
ガ　　ソ　　リ　　ソ 103kZ 8，6001くcal／～ ジェツ　ト機 103kJ ジエツト油の量

ナ　　　　フ　　　サ ／03kZ 8，600Kcalμ 動力・照明・電力 ！06KWh 電力需要量表示

ジ　エ　ツ　ト油 103k1 8，900Kca1／1 上　記　以　外 ！09Kcal 熱鼠表示

灯　　　　　油 ！03k1 8，goO　Kcalμ 11　的　聞　数

軽　　　　　　油 103k1 9，200Kcal／」 コ　　　ス　　　ト lo8円

1．　　重　　油 103kJ 9，700Kcal／」 入力エネルギー 109Kcal

M　　重　　漉 103kJ 9，700Klcalμ エネルギー移入 109Kca互

H　　重　　汕 ！03k1 9，700Kca1μ SOx　総　搬 t SO2換算
天　然　ガ　ス ！06m3 9，000Kcal／m3 NOx　総　量 t NO2換算
都　市　ガ　ス ！06狙3 1，000KcaVm3換算 ダスト総量 t

の中に示されている数値との整合性が失なわれないように，細心の注意を払って決定したもので

あり，真の値と大幅に異るものではない。

　主として参考とした統計資料等は，（！）北海道通商産業統計年鑑（昭和50年版）；北海道通商

産業調査統計研究会編，（2）北海道電力需給概況（第26号，第27号）；札幌通商産業局公益事

業部計画課編，（3）総合エネルギー統計；資源エネルギー庁長官官房総務課編（昭和49年），（4）

燃料便覧；燃料協会編（昭和49年）コロナ社，である。

　各項目の使用単位，各エネルギー源の平均発熱量等は第1表のとおりである。本論文中で単位

を付していない数値は，同表に示した単位での値である。重油はL重油（含有硫黄分0～1重量

％，平均0．5重量％），M重油（含有硫黄分1～3重量％，平均2重量％）およびH重油（含有

硫黄分3重量％以上，平均3．5重量％）の3分類としている。

2．　需要量，効率，製品得率等のデ…一・夕

　2．1　各エネルギー源について

　（1）　石炭，コークス関係

　道内のコークス需要は2，215（製鉄用2，169，産業加熱用46）である4）。コークス得率は原料炭

t当り約0．75t（新日鉄室蘭の実績8））であり，コークス炉ガス得率は原料炭t当り約410　m3

（自家消費約100m3を含む）である7）。

　原料炭必要量は2，953（2，215÷0．75）であるが，輸入実績4）が！，731なので道産原料炭の道内消

費は1，222である。また道内向の全石炭荷渡実績4）は5，944であるから，一般炭の道内消費量は

4，722（産業用581，電力用2，950，自家発電用292，熱供給プラン5用27，鉄道用79，業務用

186，家庭用607）である4・5）。
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第2表液体油の生産実績および得率

油 種 産　実　績 得 率

ガ

ナ

ジ：＝

灯

軽

重

ソ　リ

フ

ツ

ソ

サ

ト油

油

油

油

液体油合計

ユ，333×103k！

5t．17

128

939

918

4，7ユ∠1

8，579．

／4．30eO6

5，87

1．：i37

玉0．07

9．8t1

50．55

92．00

　（2）原油および石油製品関係

　液体油の得率は，道内の昭不rl　49年の生産実績から，第2衰のように推驚される。偉し液体／）ll

含計の得率92％は総含エネルギー統計6）によっている。またLPGの得率は精製原llli　k1当り

O．018　tである6）。これから道内で精製処理した原：油の総量は9，325（8，579＋0．92）と推定される。

　LPGは，道内生産168，移入72，道内消費240（自動車用77，都市ガス用！5，産業用10，業

務用46，家庭用92）である。

　ガソリンは，道内生産！，333，道外への移出126，道内消費1，207である4）。

　ナフサは，道内生産547，道外への移出417，道内消費！30（都i’［＝iガス用1！8，工業ガス用12）

である4）。

　ジュ、ット油は，道内生産i28，移入82，道内消費2！0である4）o

　灯油は，道内生産939，移入1，394，道内消費2β33（産業用40，熱供給プラント用7，その他

運輸部門220，業務用466，家庭用1，600）である4）。家庭用の消費最は北海道消費者協会の調査

資料9）を参考に，全世帯　（約170万．IV二帯4））の6割が灯油暖房であり，一・世帯平均でドラム告

（200　1）8本の消費があるものとして推定したものである。

　軽油は，道内生塵918，移入327，道内消費1，245（産業用153，償下用3，鉄道用248，バス・

トラック用669，その他運輸部門172）である4）Q電力用の軽油消費は火力発電所起動時の助燃

用であり，実績「’）からみて。．29　1／MWhである。

　重油は，道内生産4，7！4，移入1，088，道内消費5，802（産業用加熱2，560，製鉄用487，アルミ

製造用68，電力用645，自家発電用959，熱供給プラン1・用6，業務用832，その他運輸部門245）

である4ゆQ苫小牧共同火力発電研の重油聖訓・itは，旧本軽金属向けの電力供給粕当分（実績より

総発電量の49％）を自家発電1肩に，残りを電力用に算入した。L重油，　M：重油およびH重油

の割合は，生産，移入，消費のいずれに対しても不明であり，3対4対3と仮定する。

　原油の道内生産量をま0．026であり，需要：量の9，402（精製用9，325，電力Jis　f，）77）はほとんど全

て移入されている。

　（3）　都布ガス，工業ガス関係

　都市ガス販売総量は1，！52（熱供給ブラン1・用9，業務用433，家庭用710）であり4），輸送効

率を98．5％と仮定すると，生産量は！，170であるQ　また工業ガス供給量は！1，959（自家発肇冠用

1，756，製鉄用7，518，アルミ製造用2，685）であり4），輸送効率を99％と仮定すると，生巌娼：は

！2，080である。

　都市ガスや工業ガスへの変換効率は，ナフサを原料とする場合82．9％（実績，聞き込みデー

タ），他の原料の場合95％と仮定する。原料としてのロークス炉ガス，高炉ガス，天然ガス（坑

内ガス）の量はそれぞれ9i5，6，314，372と推建されるが，高炉ガスについては銑鉄生魔t当り

の発生量1，580m3と銑鉄生麓二｛萱3，996×103　t4），．また坑内ガスについては石炭生産t当りの純
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メタン換算発生：量lo）30m3と石炭生産：蹴12，4054）とに基づいている。

　（4）　熱需要関イ系

　総販売熱量は172であり，その内訳は家庭用40，業務用132である。販売熱量のi覇的別構成に

ついては，札幌都心部における調査データn）をもとに，料理給湯用35％，暖冷房用65％と推定

するQ調査データは主として業務用についてであるが，家庭用も同一と仮定し，また道内には吸

収式冷凍機を使った冷房負荷はほとんどないので，暖冷房用は全て暖房負荷とみなす。

　現状では，投入原燃料が，石炭27，灯油7，重油6，都市ガス9，都市ごみ21×！03t（565

Kcal／kg）であり，低い総含効率を示すのであるが，総合効率のデータは64％（変換効率80％，

輸送効率80％）を使うものとする。

　（5）　自家発電電力関係

　総発電電力量は3，841（産業用1，4！9，製鉄用486，アルミ製造用！，936）である4・5）。発電能力

は利用率を60％と仮定し6，400とする。また発電効率は，重油燃焼35％，石炭燃焼28％，工業

ガス燃焼20％，灯油燃焼ガスタービン！5％とする。

　（6）電力関係
　総発電電力量は12，438，総販売電力量は10，803（産業用4，352，製鉄用1，358，鉄道用90，融

雪用14，業務用！，947（動力・照明！，857，加熱・暖房60，冷房需要30），家庭用3，042（料理・

給湯913，照明・動力2，129）），損失電力量は1，635（総合損失率13．15％）である4・5）。　ここで業

務用冷房需要は，49年度の月別データより，4月および！0月に使用された電力量を基準として，

夏季における増加電力量相当分として推定しており，暖房についても同様に冬季における増加電

力量相当分として推定した（尚，給湯加熱分として暖房需要と同量を見込むこととした）。また

家庭用の料理給湯需要は家庭用需要の3割とする。

　ピーク，ミドル，ベースの各需要期間は全需要期間の1／3ずっとし，実績のロードデュレーシ

ョソを参考に，ピーク需要電力量，ミドル需要電力量，ベース需要電力量は，それぞれ，全需要

電力量中の2！．5％，37．5％，4！％とする。発電効率は，重油，原油，ナフサ燃焼39％，ベース火

力石炭燃焼，LNG火力37％，ミドル火力石炭燃焼34％，天然ガスおよびLNG利用のガスタ

ービン20％，灯油燃焼ガスタービン15％，揚水発電76％とする。

　実績によると送配電損失率は9・5％であるから，損失電力量のうち1，18！は送配電損失であり，

残りの454は発電所などの所内電力等である。送配電損失中に占める各設備の損失の割合は，発

変電所および送電tw　61％，高圧配電線14％，柱上変圧器および低圧配電線25％と見込まれるの

で12），発変電所および送電線の損失電力量は720，高圧配電線のそれは165，柱上変圧器および

低圧配電線のそれ1＆　296と推定される。特別高圧需要（産業用の58％で，3，364）は所内電力と

発変電所および送電線の損失を，高圧需要（産業用の42％と業務用の60％で，3，604）はさらに

高圧配電線の損失を，また低圧需要（業務用の40％，融雪用，家庭用で，3，835）はさらに柱上

変圧器および低圧配電線の損失を，応分に負担するものとして，受電電圧階級別および需要別の

総合損失率を推定すると，以下のようになる。

　特高需要総合損失率　a＝（720十454）÷　10，803＝O．1088

　高圧需要寵窓含損づミ率　　bmα十165÷（10，803－3，364）xO．131

　低圧需要総合損失率　c＝b＋296÷3，835＝O．2078

　産業用，鉄道用総合損失率　dxO．58a十〇．42b＝O．1181

　業務用総合損失率　e＝　O．6b十〇．4c＝O．1617

　家庭用，融雪用総合損失率　∫＝c讐0，2078
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割相当分7．5は業務用加熱需要から差引く）。変換効率は，

ルギー源からは80％と仮定する。

　（3）その他の家庭部門関係

　料理・給湯用に，一一一般炭607のうちの3割（効率20％），LPG　92（効率60％），都市ガス710

（効率60％），熱40のうちの35％（効率100％），電力913（効率90％）が使われ，暖冷房用に，

一一 ﾊ炭607のうちの7割（効率65％），灯油1，600（効率65％），熱40のうちの65％（効率100

％）が使われるとし，また都市部（都市ガスの供給を受けうる地方）と町村部との配分は世帯数

（都市部63％，町村部37％）4）によるものとすれぽ，都市部料理給湯需i要は1，292，【町村肥料i哩給

湯需要は758，都市部暖冷房需要は6，996，町村部暖冷房需要は4，108となる。

　（4）運輸部門関係

　自動車王（LPGを使用できるもの）の需要量は，自動車用LPG使用量77と効率17％とか

ら，157と推定され，自動車Hの需要鍛は，ガソリン需要貴1，207と効率20％とから，2，076と

推定される。またトラック・バスの需要董は，自動車用軽油消費量669と効率25％とから，1，539

と推定される。鉄道用需要量は，SL，ディーゼル，電車の効率を，それぞれ，7％，32％，75％

として，821と見込まれ，ジェヅト機用需要量は63と見込まれる。その他運輸用という項目には，

船舶，ジェット機以外の航空機，農業用車群での需要が含まれており，効率を灯油および軽油は

20％，重油は17％として推定すると，その需要鍛は1，110となる。

　（5）　産業用および業務用の加熱，暖冷房関係

　産業用加熱需要量は28，645であり，効率は一一般炭，コークス，灯油，軽汕および重油85％，

LPGおよび工業ガス90％，自家発電電力および電力100劣とする。業務用加熱・暖房需要は

8，958であり，効率は一般炭50％，灯油および重油60％，LPGおよび都市ガス85％，熱および

電力100％とする。また業務用冷房は26とし，効率は一般炭，灯油および重油については暖房

時効率の9割，熱（吸収式冷凍機）については60％，電力（ヒートポンプ）についてls　300％と

する。

　（6）　製鉄用原燃料およびアルミ製造用燃料需要

　製鉄用原燃料需要最は26，991である。但し，コークスは最大で現在の消費蚤の1／3まで他のエ

ネルギー源に代替できると思われるので，この需要蚤に占めるコークスの比率を，40～60％に制

限する。アルミ製造用燃料需要：量は660である。この需要量の！0％までは，他のエネルギー源へ

の代替が可能である。

　（7）　需要総騒の推計

　エネルギー消費総合効率の算定基礎として，最終需要項国全体としての総需要量が必要である

が，この値は88，296×109Kca1となる。但し，照明・動力・電力需要関係は全：体として70％の

効率と仮定し，またジェット機は効率25％と仮定する。さらに製鉄用原燃料およびアルミ製造用

燃料はともに，需要効率85％（損失15％）と考える。

　2．3第2章関係の7一夕のまとめ

　2．2　最終需要項昌について

　（1）　照明・動力・電力需要関係

　家庭部門の照明・動力需要は2，129であり，業務用動力照明需要は1，857である。また製鉄用

電力需要，アルミ製造用電力需要，産業用動力需要は，それぞれ，1，844，！，936，5，771である。

　（2）融雪用需要

全融雪需要最は，融雪用電力需要（14×106KWh）の5割増相当とし，／8とする　（追加の5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電力および熱からは100％，他のエネ
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　第3表yiとZiとのデーター覧蓑

6

i

ツi

／

2

3

4

5

6

7

8A
8B
gA
gB
10　A

10　B

11　A

データ

2，080

5，520

4，2｛　0

6，900

2，17e

14，！00

　0．026

　58
一　108

　86
！08

一　！5！

一　190

一　10！

i

11　B

12　A

12　B

！3　A

！3　B

14　A

14　B

15　A

15　B

16　A

16　B

17　A

！7　B

18　A

18　B

データ

　19．　0

一　500

一　630

一　334

　630

　66
一　120

　98
　120
1，1！5

－2，090

！，673

2，090

　262
一　490

／9　A

IC　B

20　A

20　B

2／　A

2／　B

22　A

22　B

23　A

23　B

24　A

24　B

P．5　A

25　B

26

弓弘・い
　　　　　・チ「・，…　．agp．一，

　4｛0

　261
－！，630

　392
！，630

　348
－1，630

　522
1，630

　26！

一1，630

　39？一

！，630

　750

セー・li

28　1
29．

30

31

32

33

2i

！

2

3

4

5

6

i

375

　9．6
394．2

230

10，6！8．2

6，314

5，771

28，645

1，857

8，｛　58

　26
157

7

8

9

10

！！

12

13

！4

／5

！6

！7

18

！9．

20

21

データ

2，076

ユ，539

82．1，

　63
1，！10

2，1？一9

　18
工，292

758

6，996

4，！08

26，991

1，844

1，936

660

第4表α∫のデーター覧表

i

1．

2

3

4

5

6

7

8

9，　！1

10

弘烈
O．75

0．31

0．018

0．！43

0．0587

0．0137

0．！007

0．0984

0．15！65

0．2022

i

｝・2，・7

13，18

i14・！9

i15，20

　16，21
．！22，29

i23
24，30
』5～27
1128

データ
i
アータ

4．56　1］　31

11．4　II　32
7．！294　li　33

8．55　i［　34，　46

！2．635　ll　35，　41

0．76　E　36，　42

！．59535　ll　37一一39

’1．55232　ll　40，　51

3．9477　i1i’i　43－45

0．232s6　ll　47，　s2　1

i

2．09302　il　48一一50

1：盟2牒：1

1．9．　3721　［1　59．

4．2627E　＃　60

3．9　II　6！
4．39884　ll　620p64

2．10814　1’1　65
4．39884　it’，　66

4．26279　i

データ

4，39884

4．39884

1

0．33

4．8

7．12

7．76

0．8

1

第5表Bi，γi，ηiのデーータ一覧表

i

Gi

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

デー・1 i
チータ
I
　i
　ttt

データ
II

　　i 1デー・
　　　！！！，12國』．．

　0．55　113

　0．215　　14
　0．375　　15
　0．41　　　　　　16，　17

　　　き3，450　　　　　　　｛　！8～21

　0．11628
　0．086　1γi

　α86　1　1　　　き1：186 v障

O．1

0．6

1．0319！

O．Ol

O．5

0．O1

3，000

1！，900

3，000

”iF4　i

Iil　s　I

l　6・　I

lsl
lgiii　．Jl．　1
－l
！i　15　I

il　i3　［

Il　i

24，000

6，400

900

1，300

8，000

6，4eo

2，000

1，6eo

380

1，830

ii　040！，　0402

1601一一1605

1701一一1704

　1919一一！922

i　1923一・1925
1i

　1926
　1927nv！932

1　2005一一20！1

！　その他

il　i，，

Ii

！．01，el，

1．015？“

LOIO1

1．13392

1．19．　289

！．133｛　？一

1．26231

！．25

1
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第6表εfブのデーータ一覧蓑

z ノ　　データ　　t ノ　　データ　　1 ・デー ノ　　データ

1．

2

2

2

2

2

2

2

2

f3

4

4

4

4

4

4

4

5

5

5

1”v2

　！

　2

　3

　4

　5
6b－8

　9．

10一一11

　ユ．

　！

　2

　3
4rv6

　7

　8
　9．

　1

　2

　3

1

5．61

5．78

！0．8

7．565

7．8P“

8．245

0．9

0．86

1t

3．3

1LO．2

5．34

5．82

0．8ro

O．86

1

2．97

7．2

4．806

5

5

Jr

5

6

6

6

7

7

8

8

9．

9．

9

10

！！

1！

11

1！

12

4tx”6

7

8

E

1

2

3

！

2

1

2

1．

2

3

11

玉、

2

3

4r－6

1

5．238

0．6

Lt．58

0．6

2．04

1．72

P．．3

1．72

2．3

1．72

2．3

0．42

2．944

0．645

0．3

：し72

2．67

2．76

2．134

－1．

13

13

13

13

14

14

14

14

！4

14

14

15

15

15

15

15

15

16

16

16

1

2一一4

5

6

1

？一

3

4－v6

7

8

1

2

／3

4t一・6

7

8

1

2

3

7．12

7．76

0．86

！

1．32

7．2

！．78

1．455

0．6

0．774

1

1．32

7．2

1．78

！．455

0．774

！

4．2｛

10．2

5．785

16

16

1，6

16

17

17

17

！7

17

17

18

18

18

18

19

20

21

21

2！

4A－6

7

8

9

i

2

3

4一一6

7

8

1

2

3Av4

5

1t－2

1一一2

1．

2一一3

4

6．305

0．85

0．86

1

4．29

10．2

5．785

6．305

0．86

1

6．8

！2

9．7

1

1

1

12

9．7

！

　第3表は，澱とZiとの一一覧表であるQ同表において，　Aのデータは石油製贔の移出入の上

下限値を硯状纏の8割～！2割とする場禽であり，Bのデータは一15割～！5割とする場合であ

る。また第4衰～第6表は，αξ，β’，γi，ηf，ε∫ノに関するデータの一覧表である。（各記号の意味

については，本研究ク）第一報3）を参照のこと）。

3．　コストおよび公害量関係データ

　3．1コスト関係
　＝スト関係の儒頼できるデータはほとんど公表されておらず、実勢の詳細な把握は困難であっ

た。本節におけるデータは利用可能な情報を土台として推定したものであるが，傾向としては誤

りはないと思われる。第7表はコスト関係データの一一覧表であるが，以下に主要な流通費等につ

いて，その弊建の基礎を示す。

　（1）　コークスおよびコークス炉ガス

　原料炭1t（平均価格10，34！門／t）から，コークスO．75　t，コークス炉ガス3！0㎜3が得られる

ので，・・一クスおよびコークス炉ガスの漂料費相当分は，！o，673門／t，7．535円／m3となる。コー

クスおよび＝一クス炉ガスの価格一をそれぞれ20，600円／t，1！．9門／m3とすれぽ，流通費は9，927

円／t，4．365円ノm3となるQ

　（2）原油および石油製品

　原油の価格を精製品19，770凹／kz（輸入価格と岡一），電力用26，200円／k1とすれぽ，電力用

のみ流通費が6，430円／klとなる。各石油三子販売価格中の原料費相当分は，精製用原油佃i格一を，

2．1節（2）で述べた得率で得られる各製1邪1にその熱量に相応して配分することにより得られる

が，贋油製品の移入佃i格はこの原料費相当分と同額とするQ各石油製晶の流通費は，販売価格か

ら凍料費相嘉分を差引いたものである。石油製品は連産贔であり，製贔全体として利益を得るよ



108 長谷川　淳・西谷健一・村井国昭・佐藤義則 8

第7表　コスト関係データ

項
1：1

デー
鐵 デ　一　タ

原　　料　　炭
輸入原料炭価格
道内産原料炭価格

…　　般　　炭
電　　力，旧家発竃用

鉄道，産業，熱供給用

業務用，家庭用
コークス流通費
コークス炉ガス流通費

都市ガス流通費
熱供給プラント用

一　　般　　用
工業ガス流通費
熱需要流通費
業　　務　　用
家　　庭　　用
発電　コ　ス　ト
従　来　火　力
排煙脱硫装置：付火力

ガスタービン

LNG火力水　　　　力
地　　　　熱
原　子　力　（含燃料）

電力流通費
産業用需要
融雪用需要
業務用，弓庭用需要

自家発電電力流通費

LNG輸入価格
原油輸入価格
霞力用原油流通費

LPG阪売価格
都布ガス用
産業凧自動車用

io，970円／t

9，450　P・］／t

5，700　lil／t

9，700円／t

13，100円／t

9，927円／t

4．365　F3／m3

0．475円／m3

2．707円／M3

0．475円／m3

4，129円／Gca1

3，309円／Gca1

2．50　N／KWh

4．32円／KWh

10．00円IKWh

2．50円／KWh

4．oo円／KWh

7．00　Fg／KWh

5．00　N／KWh

2，08円／KWh

5．06　re／KWh

8．10　zz／KWh

1，04円／KWh

39，540門／t

！9，770円／k1

6，430円／kt

53，000　PJIt

70，000　N／t

業務用，家庭用

LPG移入価格
LPG流通費
都市ガス用
産業用，自動車用

業務用，家庭用
ガソリン版売価格
ガソリン移入価裕
ガソリン流通費
ナフサ販売価格
ナフサ移入価格
ナフサ流通費
ジェット油賑売価格

ジェット油移入価格

ジェット油流通費

灯油販売価格
灯油移入価格
灯演流通費
軽油販売価格
鉄　道，産業用
トラック，／ミス，自動車

軽油移入価格
軽湘流通費
鉄　道，産業用
トラック，バス，宙動車

重油販売価格
L　　重　　油
M　　重　　油
H　　重　　油
重油移入価格
重油流通費
L　　重　　油
M　　重　　油
H　　重　　油

126，000　円／t

27，000円／t

26，000　FNIt

43，000円／t

99，000円／t

61，190円ノk1

19，370円／k1

41，820　re／k1

21，500円／k1

19，370　F－／k1

2，130円／k1

22，000円／kz

20，073円／k1

1，927円／k1

28，250門／k1

20，050円／k1

8，000円／k1

27，goO円／k1

34，450円／k1

20，722円／k1

7，178円／kl

！3，728円／k1

26，000　N／k1

19，800円／k1

17，000円／k1

21，848円／k1

4，152円／kl

一　2，048　［Wkl

一　4，848　ll／kl

うに販売価格が設定されるため，M重油やH重油のように，負の流通費もあらわれる・

　（3）都布ガスと工業ガス

都市ガスの原料費は原料使用量と原料価格とから総計3，665×106円と見積られる（天然ガスの

価格は15円／m3とする）ので，販売された都市ガスの販売価格（売上げの解っているものから

推定し，5．88円／m3）中に占める原料費相当分は3・173円／m3となる。流通費は販売価格と原料

費相当分の差として求められる。但し熱供給プラント用の都市ガス販売価格は3．648円／m3（実

績）とする。都市ガスと同様な計算により，工業ガスの原料費総額は（高炉ガスの価格を2。2円

／m3と見積って）30，295xlo6円となり，原料費相当分は2・533円／m3となる。工業ガスの流通

費は都市ガスの熱供給プラント用と同一と仮定する。
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　（4）熱　関　係
　熱供給プラントの原料費総額V＆　6！9　×　！05円と見積られる（都市ごみの価格を実績より350門／

tとする）ので，熱販売価格（実績より，業務用7，72g円／Gca1，家庭用6，909円／Gca1）中に占

める原料費相当分は3，600円／GcalとなるQ流通費は熱販亮価格とこの原料費相当分との差額で

ある。

　（5）電力および自家発電電力

　第7表中の火力発電の発電コストはいずれも燃料費を食まない数値である。また排煙脱硫装置

　　　　　　　　　　　　第8表SO2およびダスト関係データ

SO2 関 係

項 目 デ　　一　　タ

原　油　精　製　時

石　炭　乾　留　時

π　　般　　炭
　　　　　　　油原

ナ　　　　フ　　　　サ

L重油（S分0．5％）

M重油（S分2．0％）

H重油（S分3．5％）

灯　　　　　　　油

締　　　　　　　油
コ　　　一一　　ク　　　ス

ガ　　ソ　　リ　　ソ

排煙脱硫装蹴

1．79　tflO3　1｛1

1．93　t／！O：i　t

　8．0　t／lO3　t

8．6　t／！O3　k1

1．48　tflO3　1〈1

9．5　t／lO3　1〈1

38．0　t／！O3　k1

66．5　t／103　1〈l

O．16　t／103　1〈1

9．　．9．　6　t／103　kl

　5．4　t／！O3　t

O．29　t／lO3　kl

　90タ6月兇撰ε

ダ ス
ト 関 係

項
1三i デ　　一　　タ

l
I

II

II

一一一一一 @　般　　　炭
麗業，電力，熱供給用

鉄道用，業務用
家　　莚　　用
コ　　　一一　　ク　　　ス

】京　　　　　　　温1　ぐr1主ブコ」利）

　　　　　　　油
産業，電力，熱供給用

業務用，家庭用
軽　　　　　　油
　自　動　車　1，II
鉄道，　トラック，ノミス

産業用，電力用

　3．5　t／！03　t

　5．0　t／lO3　t

　6．0　t／103　t

O．35　t／103　t

O．42　t／lO3　kl

O．9　tf！O3　kt

2．5　t／lO3　k1

1．24　t／103　kt

2．07t／工03　kl

O．05　t／103　1〈1

第9表NO2関係データ

項 デー �@項 デ　　一　　タ

原油　 製織
葛　炭　乾　留　時

…　　　般　　　炭
鹿業，電力，熱供給f出

原

ナ

が

L

コ

L

鉄　道，業務用
家　　庭　　用
　　　温1（i’i、毬ブy∫．／穏）

　フサ（電力用）

自

トラック，ノ、

自

産

業

家

ソ　　　リ

動　車

　P
　動　　車

　業
　務
　庭
　　ク

1，　II

ソ

ス

G
I

用

用

用

ス

天然ガス（電力規）

　　N G（電力用）

O．37　t／lO3　kl

O．144　t／！O3　t

　6．8　t／le3　t

　4．0　t／103　t

　2．5　t／lO3　t

3．｛　5　t／le3　k1

4．8　t／lO3　kl

！5．6　tflO3　k1

26．0　t／lO3　k1

21．4　t／！03　t

　3．6　tf！O3　t

　2．4　t／！03　t

　1．2　t／103　t

　L6　t／lo呂t

2．7　t／lO6　m3

　4．0　t／103t

都市ガスへの変換時

工業ガスへの変換時

ご　み　焼　却　時

灯　　　　　　七
三　　 業　　 用

業務用，融鋸用
　　　　庭　　　用

軽　　　　　　　油

産　業，電力用

　自動　1，II
鉄道，　トラック，／ミス

重　　　　　　油
産業，電力，熱供給用

業務胴，融雪用
塚　　庭　　用
都　　市　　ガ　　ス

業　　務　　用
家　　庭　　用
工　　業　　ガ　　ス

O．05　t／106　m3

0．02　t／le6　m3

　0．5　t／103t

3．74　tf！O3　k1

2，23　t／！O3　k1

1．78　t／lO3　k1

3．9　t／lO3　k1

8．7　t／lO3　k1

14．5　tflO3　k1

4．7　t／lO3　k1

2．43　tflO3　1〈1

！．94　t／103　1〈l

O．2　t／lO6　ni3

0．！5　t／lo6　m3

0．3　t／lo6　m3



110 長谷川淳・西谷健一・村井国昭・佐藤義期 10

のコストは，硫黄分を9割除去したのと同等の重油の価格推定値との差額をもとに推定し，L82

門／Kwhとした。電力の平均販売価格は，産業胴需要7．53円／K：wh，融雪用需要10．5！門／

KWh，業務用および家庭用需要13．55円／KWh（北海道電力の昭和49年度の販売実績より推定）

である。また発電原価の平均値は，火力の燃料費を3．71円／KWh（実績）と見込み，全需要に

対する火力および水力の割合を，それぞれ，65．7％，34．3％（実績）とすれぽ，燃料費込みで5．

45円／KWhとなる。それ故流通コストは，平均販売価格と平均発電原価の差額として算：定され

る。自家発電電力については，発電コストは電力と岡一とし，また流通コストは電力での産業用

の流通コストの半分とする。

　3．2　公害簸（SO。，　NO。，ダスト）関係

　エネルギー変換，需要に伴って発生するSO2量およびダスト量についてのデータは第8表に

示すとおりであり，またNO，量についてのデータは第9表に示すとおりである。

　ジェット機とその他運輸部門とからの各公害量への寄与は無視するものとしている。

　SO2の量は各エネルギー源の平均的な含有硫野分のデーダ）に基づいて理論的に算定した。

　NO2の量については，主として，各燃焼装置での札幌の測定データから得られる107　Kca1当

りの次のような数値13）を参考にして求めているが，データの判明している一．」部のものについては

そちらのデータを利用する。

　ガス体燃料の場合　小型；！。5k9，中型；2．O　kg，大型；3．0　kg

　液体燃料（灯油，軽油，重油）の場合　小型；2．O　kg，中型；2。5　kg，大型；42　kg

4．　結 言

　筆者等の開発した北海道のエネルギーシステムモデル13）を用いて，シミュレーション計算を

実施するために必要なデータを得ることができた。しかしながら，現状を正確に把握するのに十

分な程信頼できるデータが得られない部分も多く，一部ではかなり大胆な仮定を行いながらデー

タの整理を行なわざるを得なかった。この点については，今後とも，残された課題として検討を

行い，改善して行く必要がある。

　エネルギーシステムの解析を行い，有用な結果を得るには，信頼できる詳細なデータベースの

開発が不可欠である。本論文で述べたデータの収集，整理を通して，いかなるデータが不足して

いるか，あるいはどの程度詳細なデータを収集，整理しなければならないか，またデータの収集

にとって何が醗路となっているか，等について把握することができた。これを基にして，今後さ

らに充実したデータの収集，整理を行いたい。エネルギーシステムに関するデータベースを充実

させるためには，行政サイドにおけるデーータの整備は不可欠の要素であるが，それと共に，エネ

ルギーに関連を：有する諸学の知識の結集もまた不可欠である。
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